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【 要  旨 】 

 

１． はじめに 

 

2011 年の東日本大震災および同年秋にタイで発生した水害に加え、九州においては

近時台風や集中豪雨による被害が続いており、企業における防災・事業継続への関心も

高まってきている。 

また、2012 年 8 月には、国の有識者会議が「南海トラフ」の巨大地震の被害想定の

二次報告を発表し、国や自治体においても震災対策の見直しが迫られることとなってい

ることに加え、本年 2 月には地震調査研究推進本部が「九州地域の活断層の長期評価」

を公表、防災に対する意識を大きく変化させる動きが続いている。 

このような状況下、日本政策投資銀行九州支店では、九州７県に本社を置く企業が大

規模災害のリスクをどの程度意識し、備えを進めているかについて意識調査を実施した

（調査時点：2012 年 11 月）。 

 

２． 調査結果の概要 

 

① 九州企業の防災対策の現状 

九州企業に対し、大規模災害・巨大事故等発生時の防災対策について尋ねたところ、

防災計画の策定、避難訓練の実施、安否確認体制の整備などの対応を行っている企業は

６～7 割にとどまっている。また、重要施設や生産設備・機器等の耐震化対策を実施して

いる企業は３～4 割程度の水準となっている。 

昨年 8 月に発表された南海トラフ巨大地震の被害想定において大きな被害が想定され

ている太平洋側（大分県・宮崎県・鹿児島県）と日本海側（福岡県・佐賀県・長崎県・

熊本県）を比較しても、防災対策の状況について大きな差は見られない。 

 

② 九州企業の BCP（事業継続計画）策定への取り組み状況 

事業継続への対策について尋ねたところ、ＢＣＰを策定済 とする九州企業の割合は

18％（うち製造業 22％、非製造業 16％）であり、残りの約８割の企業は、「特に対策

を行っていない」または「防災計画はあるが BCP は未策定」との回答であった。 

なお、BCP を策定済と回答した企業に対し、その方法を尋ねたところ、「親会社・グ

ループ会社の指導を受けた」という回答が最多であった。特に製造業では、８割近くが

親会社・グループ会社の指導を受けたという回答となっている。 

 内閣府の調査（2011 年 11 月実施）では、「BCP 策定済」企業の割合は、31％とな

っており、調査対象となる企業規模などが同一ではないものの、九州企業の BCP 策定の

取り組みは、進んでいるとは言えない状況であると思われる。 
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③ 九州企業の BCP 策定が進まない理由 

BCP 策定が進まない理由として最も多く挙げられた理由は、「策定に必要なスキル・

ノウハウがない」であり、次いで「策定する人手を確保できない」「法律、規制等の要請

がない」との回答が多い。 

BCP 策定スキルのある親会社やグループ会社を持たない企業については、スキル・ノ

ウハウ不足や人員面での制約を主因として、BCP 策定に向けた取り組みが困難と認識し

ている状況が伺える。 

 

④ 九州企業が懸念するリスク 

事業継続において懸念する事項について尋ねたところ、「事業所・設備機器の確保」へ

の懸念、「交通事情の悪化・電力不足」等のインフラ関連への懸念、「原料・商品等の仕

入れ」「得意先・取引先の喪失」等のサプライチェーン関連への懸念の３つに大きく括る

ことが出来る。 

 

⑤ 東日本大震災・タイ洪水・九州を襲った集中豪雨等の影響 

東日本大震災によって何らかの影響を受けた九州の企業は５割近くに及び、特に製造

業においては、サプライチェーン（「原材料の調達難による生産停止・減少」「納入先の

受入停止による生産停止・減少」）による影響を受けたとする回答が多い。 

また、東日本大震災により、６割の企業が BCP への意識や取り組み姿勢が「大いに変

わった」または「やや変わった」と回答している。同様に、タイ洪水に関しては２割弱、

身近に発生した台風や集中豪雨に関しては３割強の企業が、BCP への意識や取り組み姿

勢が「大いに変わった」または「やや変わった」と答えている。 

 

⑥ サプライチェーンに対する認識 

製造業のサプライチェーンに関する対応や認識について尋ねたところ、自社がサプラ

イチェーンを止めないため、「調達先の多様化が必要」との回答が 6 割におよび、次い

で「協力工場との間での事前の連携体制構築」、「生産拠点の分散（国内）」との回答が多

く、「生産拠点の分散（海外）」との回答も 1 割あった。 

また、大規模災害や巨大事故等の発生時に生産拠点が被災した場合において、代替生

産は可能かどうか尋ねたところ、「ある程度は可能」と回答した企業が４割にとどまって

いる一方、「殆どできない」との回答も 4 割に達している。 
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３． まとめ 

 

今回の調査結果から、九州企業の BCP 策定の取り組みは、国による同種の調査と比較

しても、進んでいるとは言えない状況であると思われる。 

 

BCP 未策定の理由として「策定に必要なスキル・ノウハウがない」「策定する人手を確

保できない」などの回答が多くみられるが、経営層が率先して BCP の重要性について理

解を深め、そのノウハウを企業自らが収集する姿勢も必要ではないか。 

 

東日本大震災により、６割の企業が BCP への意識や取り組み姿勢が「大いに変わった」

または「やや変わった」と回答しており、同様に、タイの水害や九州での台風や集中豪

雨も、BCP への意識を変える契機として捉えられているが、未だ実際の取り組みには繋

がっていない状況が伺える。 

 

企業にとって、BCP 策定は短期的には相応の負担を伴うことは推察できるものの、長

期的な視点に立てば、非常事態時における事業継続の力は、企業の評価を高めることに

も繋がることを改めて認識すべきと思われる。 

 

加えて、BCP については策定率の向上だけではなく、非常事態時にきちんと機能を発 

揮出来るよう、定期的に訓練等を通して見直しを図り、実効力のあるものにしていく必

要がある。 

  

「南海トラフ」の巨大地震の被害想定において、大きな被害が想定される太平洋側と

日本海側を比べて、防災対策に対し大きな差が見られないことも、検討すべき課題と言

えよう。また、本調査の実施後に地震調査研究推進本部が公表した「九州地域の活断層

の長期評価」も、防災に対する意識を変化させる可能性を孕んでいる。 

 

九州は、成長が期待されるアジア市場に近接しており、生産拠点としても、物流拠点

としても地理的な優位性がある。九州企業が BCP 策定の必要性について認識を深め、実

際に仕組みを整備し、定期的な訓練等を通して改善を行い、経営の重要な柱として継続

的に取り組んでいくことが、九州企業として競争力を強化するために重要であると考え

られる。 

 

九州企業の BCP 策定が、企業のリスクマネジメントの基盤として位置づけられ、九州

地域の発展に貢献していくことを期待したい。 
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１．調査対象企業 

九州７県に本社を置く企業の中から、売上高 30 億円以上の 1,519 社を選定。 

 

２．調査方法 

調査用紙の郵送・回収により実施。 

 

３．調査実施時期 

201２年 1１月９日～2012 年 1２月１０日 

 

４．回答企業数 

３７４社（製造業１１４社、非製造業２６０社） 

 

 

 

 

※本稿における「事業継続計画（ＢＣＰ：Business Continuity Plan）」の定義： 

 重要業務の中断を防ぎ、あるいは目標時間内に復旧するため、情報システムのバック

アップ、要員、生産設備、調達先の代替確保などを事前に整備する計画を指す。 

 建物・設備や人命の被害軽減に重点を置いた「防災計画」とは分けて考える。 
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 調査結果の概要 

 

１．九州企業の防災対策の現状 

 

九州に本社を置く企業に対し、大規模災害・巨大事故等発生時の防災対策について尋ね

たところ、防災計画の策定、避難訓練の実施、安否確認体制の整備などの対応を行ってい

る企業は６～7 割にとどまっている。 

また、重要施設や生産設備・機器等の耐震化対策を実施している企業は３～4 割程度の水

準となっている。 

昨年 8 月に発表された南海トラフ巨大地震の被害想定において大きな被害が想定されて

いる太平洋側（大分県・宮崎県・鹿児島県）と日本海側（福岡県・佐賀県・長崎県・熊本

県）を比較しても、防災対策の状況について大きな差は見られない。 

 

 

【図表１：防災対策の状況（はい・いいえ形式）】   

 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

防災を統括／所轄する組織／部署がある

防災計画を有する

避難訓練、防災訓練を定期的に実施している

災害時の安否確認体制が整備されている

災害時に必要となる生活備蓄を全役職員に対し３日分

程度確保している

重要施設の耐震化対策等を実施している

生産設備・機器やｵﾌｨｽ内の耐震化対策等を実施してい

る

全産業(n=374)

製造業(n=114)

非製造業(n=260)
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 0% 20% 40% 60% 80% 100%

防災を統括／所轄する組織／部署がある

防災計画を有する

避難訓練、防災訓練を定期的に実施している

災害時の安否確認体制が整備されている

災害時に必要となる生活備蓄を全役職員に対し３日分

程度確保している

重要施設の耐震化対策等を実施している

生産設備・機器やｵﾌｨｽ内の耐震化対策等を実施してい

る

全産業(n=374)

日本海側(n=256)

太平洋側(n=118)

 
                           

 

 

 

２．九州企業のＢＣＰ策定への取り組み状況  

 

大規模災害・巨大事故等発生時の事業継続への対策について尋ねたところ、ＢＣＰを策定

済1とする九州企業の割合は 18％（うち製造業 22％、非製造業 16％）であり、残りの約

８割の企業は、「特に対策を行っていない」または「防災計画はあるが BCP は未策定」と

の回答であった。 

参考までに、内閣府が全国の企業を対象に行った調査（2011 年 11 月実施）では、「BCP

策定済」の企業の割合は、31％（うち 大企業 46％、中堅企業 21％）となっている。調

査対象となる企業規模などが同一ではないものの、九州企業の BCP 策定の取り組みは、進

んでいるとは言えない状況であると思われる。 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
1 事業継続への対策について「策定はできている」「ＢＣＰの策定に加え、訓練等を通じて改善を図ってい

る」「バックアップ施設等のＢＣＰの対策がすでに行われている」のいずれかと回答した企業数の割合。 

＊日本海側：福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県 

＊太平洋側：大分県、宮崎県、鹿児島県 
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【図表２：事業継続対策への取り組み（１つのみ回答）】        

  0% 10% 20% 30% 40% 50%

特に対策をしていない

防災計画は持っているがＢＣＰは未策定

ＢＣＰの策定はできている

ＢＣＰの策定に加え、訓練等を通じて改善を

図っている

バックアップ施設の整備等のＢＣＰの対策がす

でに行われている
全産業(n=374)

製造業(n=114)

非製造業(n=260)  
 

 0% 10% 20% 30% 40% 50%

特に対策をしていない

防災計画は持っているがＢＣＰは未策定

ＢＣＰの策定はできている

ＢＣＰの策定に加え、訓練等を通じて改善を

図っている

バックアップ施設の整備等のＢＣＰの対策が

すでに行われている

全産業(n=374)

日本海側(n=256)

太平洋側(n=118)
 

【図表３：内閣府全国調査と今回調査の BCP 策定率】 

〈内閣府全国企業調査〉

2009年時点 2011年時点 2009年時点 2011年時点

全体 15% 31% 14% 18%

大企業 28% 46% 31% 27%

中堅企業 13% 21% 15% 15%

＊内閣府調査：「企業の事業継続の取組に関する実態調査（2012年3月）」

　調査対象：「大企業」、「中堅企業」及びこれらを除く「資本金１億円超の企業」に

　該当する企業のうち、5,490社を抽出して調査を実施

BCP策定済企業の割合 BCP策定中企業の割合

 

BCP 未策定 

BCP 策定済

BCP 未策定 

BCP 策定済
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〈当行九州企業調査(2012年11月）〉

BCP策定済企業
の割合

BCP策定済企業
の割合

18% 18%

うち製造業 22% うち日本海側 18%

うち非製造業 16% うち太平洋側 18%

回答企業全体 回答企業全体

 

  

 

 

BCP を策定済と回答した企業に対し、その方法を尋ねたところ、「親会社・グループ会社

の指導を受けた」という回答が最多であった。特に製造業では、８割近くが親会社・グル

ープ会社の指導を受けたという回答となっている。      

  

【図表４：BCP を策定した方法（複数回答）】 

 

 
0% 20% 40% 60% 80%

国や自治体が公表する文書

規格（ＩＳＯ等）を参考とした

業界団体のガイドラインを参考とした

ＢＣＰ関連の書籍を参考とした

ＢＣＰ関連のコンサルタントを活用した

ＢＣＰ関連のＮＰＯを活用した

取引先の指導を受けた

親会社・グループ会社の指導を受けた

その他

全産業(n=66)

製造業(n=25)

非製造業(n=41)
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３．九州企業のＢＣＰ策定が進まない理由 

 

BCP 策定が進まない理由として最も多く挙げられた理由は、「策定に必要なスキル・ノウ

ハウがない」であり、次いで「策定する人手を確保できない」「法律、規制等の要請がない」

との回答が多い。 

BCP 策定スキルのある親会社やグループ会社を持たない企業については、スキル・ノウ

ハウ不足や人員面での制約を主因としてBCP策定に向けた取り組みが困難であるという認

識を示している状況が伺える。 

 

【図表５：BCP 未策定の理由（複数回答）】        

 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

法律、規制等の要請がない

顧客、取引先からの要請がない

国や自治体の入札要件にない

経営層がＢＣＰの重要性を認識していない

策定の効果が期待できない

策定の費用が確保できない

代替オフィス等の対策経費が確保できない

策定する人手を確保できない

策定に必要なスキル・ノウハウがない

ガイドライン等に自社の業種に即した例示がない

策定に際して自治体の相談窓口が分からない

策定に際してｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ等の相談窓口が分からない

災害とは無縁であると考えている

その他

全産業(n=308)

製造業(n=89)

非製造業(n=219)
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４．九州企業が懸念するリスク 

 

大規模災害や巨大事故等発生時の事業継続において懸念する事項について尋ねたところ、

「事業所・設備機器の確保」への懸念、「交通事情の悪化・電力不足」等のインフラ関連へ

の懸念、「原料・商品等の仕入れ」「得意先・取引先の喪失」等のサプライチェーン関連へ

の懸念の３つに大きく括ることが出来る。 

  

 

【図表６：大規模災害や巨大事故等において特に心配な事項（複数回答）】 

 

 
0% 20% 40% 60% 80%

事業所の確保

設備機器の確保

補修・新築工事の遅れ

港湾機能の低下

交通事情の悪化

電力不足の影響

被災地イメージの先行

景気回復の遅れ

技術者・職員の確保・育成

過剰な雇用人員

外注先の確保

原料、商品等の仕入れ

得意先・取引先の喪失・消費の低迷

同業他社と比べた復旧の遅れ

他地域からの同業他社進出

資金面での影響

全産業(n=374)

製造業(n=114)

非製造業(n=260)

 

拠点・設備の確保

インフラ

サプライチェーン
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５．東日本大震災・タイ洪水・九州を襲った集中豪雨等の影響 

 

東日本大震災によって何らかの影響を受けた九州の企業は５割近くに及び、特に製造業

においては、サプライチェーン（「原材料の調達難による生産停止・減少」「納入先の受入

停止による生産停止・減少」）による影響を受けたとする回答が多い。 

2011 年秋にタイで発生した洪水については、サプライチェーンへの影響があったとの

回答は１割強あり、「特段の影響は受けていない」企業は 8 割程度となっている。 

また、近年九州を襲った台風や集中豪雨による影響については、直接あるいは委託先の

被災による影響があったとの回答が 1 割強あり、「特段の影響は受けていない」企業は 8 割

弱となっている。 

  

 

 

【図表７：東日本大震災による影響（複数回答）】 

 
0% 20% 40% 60% 80% 100%

自社工場・拠点の直接被災

生産・営業委託先の被災

サプライチェーン（原材料の調達難による

生産停止・減少）

サプライチェーン（納入先の受入停止によ

る生産停止・減少）

風評による売上の低下

その他

特段の影響は受けていない

全産業(n=374)

製造業(n=114)

非製造業(n=260)
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【図表８：タイ洪水による影響（複数回答）】   

 0% 20% 40% 60% 80% 100%

自社工場・拠点の直接被災

生産・営業委託先の被災

サプライチェーン（原材料の調達難による

生産停止・減少）

サプライチェーン（納入先の受入停止によ

る生産停止・減少）

その他

特段の影響は受けていない

全産業(n=374)

製造業(n=114)

非製造業(n=260)

 

 

 

【図表９：九州への集中豪雨等による影響（複数回答）】  

 
0% 20% 40% 60% 80% 100%

自社工場・拠点の直接被災

生産・営業委託先の被災

サプライチェーン（原材料の調達難による

生産停止・減少）

サプライチェーン（納入先の受入停止によ

る生産停止・減少）

風評による売上の低下

その他

特段の影響は受けていない

全産業(n=374)

製造業(n=114)

非製造業(n=260)
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【図表 10：上記震災による BCP への意識や取り組み姿勢の変化】 

  

なお、東日本大震災により BCP への意識や取り組み姿勢に変化があったかどうかを尋ね

たところ、全産業で６割の企業が「大いに変わった」または「やや変わった」と回答して

いる。 

同様に、タイ洪水に関しては２割弱、身近に発生した台風や集中豪雨に関しては３割強

の企業が、BCP への意識や取り組み姿勢が「大いに変わった」または「やや変わった」と

答えている。 

 

〈東日本大震災〉   

 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全産業(n=370)

製造業(n=113)
非製造業(n=257)

大いに変わった やや変わった 殆ど変わっていない その他

 
〈タイ洪水〉   

 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全産業(n=364)

製造業(n=111)

非製造業(n=253)

大いに変わった やや変わった 殆ど変わっていない その他
 

〈近年の台風・集中豪雨〉    

 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全産業(n=368)

製造業(n=112)

非製造業(n=256)

大いに変わった やや変わった 殆ど変わっていない その他
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６．サプライチェーンに対する認識（製造業） 

 

事業継続の観点から、製造業のサプライチェーンに関する対応や認識について尋ねたと

ころ、自社がサプライチェーンを止めないため、「調達先の多様化」が必要との回答が 6 割

におよび、次いで「協力工場との間での事前の連携体制構築」、「生産拠点の分散（国内）」

との回答が多く、「生産拠点の分散（海外）」との回答も 1 割あった。 

 

 

【図表 11：自社がサプライチェーンを止めないために必要と思われること（複数回答）】  

  

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

生産拠点の分散（国内）

生産拠点の分散（海外）

協力工場との間での事前の連携体制

構築

調達先の多様化

在庫の積み増し

標準部品の多用化

その他

(n=113)
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また、大規模災害や巨大事故等の発生時に生産拠点が被災した場合において、代替生産

は可能かどうか尋ねたところ、「ある程度は可能」と回答した企業が４割にとどまっている

一方、「殆どできない」との回答も 4 割に達している。 

 

 

【図表 12：自社の生産拠点が被災した場合に何らかの代替生産は可能か】 

 

 

ある程度は可

能
39%

殆どできない

42%

わからない

16%

その他

3%(n=113)

 

    

     

生産拠点の分

散（国内）
51%

生産拠点の分

散（海外）
16%

協力工場への

生産委託
30%

その他

3%
(n=44)

 

 

 

東日本大震災によって一時的にサプライチェーンが途絶したことから、自社がサプライ

チェーンを止めないための方策についての重要性を再認識した企業も多いと思われるが、 

サプライチェーンの影響を受けやすい自動車や半導体が九州地域の基幹的な産業であるこ

ともあわせて考えると、九州企業もより積極的に BCP 策定に向けた取り組みを進める必要

があると思われる。 

 

＊「ある程度は可能」と回答

した企業に代替生産手段と

して確保できている方法を

尋ねた 
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 南海トラフ巨大地震想定【参考①】 

 

静岡県の駿河湾から九州東方沖を震源とする「南海トラフ」の巨大地震について、「南海

トラフの巨大地震モデル検討会」および「南海トラフ巨大地震対策検討 WG」は、2012

年 8 月 29 日に被害想定を発表した。 

 今回の発表によると、最大震度 6～7 が想定される地域に、大分県、宮崎県、鹿児島県の

中核となる地域も含まれており、最大津波高は宮崎県串間市で 17m、宮崎市で 16ｍ、大

分県佐伯市で 15ｍなどとなっている。 

 

【 南海トラフ地震で想定される最大震度 】 

    (c)Esri Japan

4

５弱

５強

６弱

６強

7
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【 南海トラフ地震で想定される最大津波高 】  

 

         
(c)Esri Japan

 0 (m)

 2

 3

 4

 5

 6

 7

 9

10

11

12

13

14

15

16

17

 
（地図情報の注） １．内閣府「南海トラフの巨大地震モデル検討会（有識者検討会）」平成 24 年 8 月 29 日発表資料より作成。 

              ２．シナリオは「最大クラス」のケースを想定。 

              ３．市区町村別の最大震度・最大津波高を色分けしたものであり、ピンポイントの分布を示すものではない。 

            ４．奄美大島地域等の最大震度の発表はなかったことから、屋久島以南は最大震度の地図に表示していな  

い。 
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 九州地域の活断層の長期評価【参考②】 

 

地震規模、発生間隔等の長期予測（長期評価）を実施している地震調査研究推進本部で

は、M７未満の地震でも被害が生じること、地域によって活断層の特性に共通性があること

等から、2010 年に評価方法を見直し、評価対象を広げ、地域単位で活断層を評価する「地

域評価」行うこととし、その第一段として 2013 年２月１日九州地域の活断層の長期評価

を公表した。 

その結果、M6.8 以上の地震が 30 年以内に発生する確率は、九州北部７～13％、中部

18～27％、南部７～18％で、九州全体は 30～42％となった。 

また、複数の活断層が同時に動けば、最大 M8.2 の巨大地震が発生する可能性があると

している。 

 

【従来の評価との主な違い】   

従　来 新たな評価

規模 　M７以上 　M6.8以上

陸海 　陸域 　陸域・沿岸海域

潜在 　地表に現れている部分のみ 　地下の延長部も推定して評価

　個別に活断層を評価 　地域単位で活断層を評価

対象活断層

評価方法
 

 

【活断層で発生する地震の規模・確率】 

各地域の
確率値

九州全域の
確率値

M7.9－8.2程度

（西山断層帯全体）

M7.8－8.2程度

（布田川断層布田川区

間＋日奈久断層帯全

体）

M7.8－8.2程度

（日奈久断層帯全体＋

布田川断層布田川区

間）

30-42％

地域 活断層帯

地域内にての
最大の地震規模
が想定される断
層帯とその規模

（ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ）

地域の長期評価
（M6.8以上の地震が30年

以内に発生する確率）

九州北部

九州南部

九州中部

小倉東断層、福智山断層帯、西山
断層帯、宇美断層、警固断層帯、
日向峠－小笠木峠断層帯等

水縄断層帯、佐賀平野北縁断層
帯、別府－万年山断層帯、雲仙断
層群、布田川断層帯等

日奈久断層帯、緑川断層帯、人吉
盆地南縁断層帯、出水断層帯、・
断層帯、市来断層帯等

7-13％

18-27％

7-18％
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【評価対象とした活断層】 

 

（201３年２月地震調査研究推進本部「九州地域の活断層の長期評価」資料より） 
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 政府のバックアップ拠点としての九州【参考③】 

 

 震災後、リスク分散の一環として政府のバックアップ拠点の確保も重要視されてきてい

る。 

 

 2012 年 7 月中央防災会議防災対策推進検討会議 首都直下地震対策検討 WG「首都直

下地震対策について（中間報告）」によると、政府の緊急災害対策本部の東京圏外でのバッ

クアップ方針において「国の東南海・南海地震等の大規模地震を想定してあらかじめ定め

られている現地対策本部の設置予定箇所及び各省庁の地方支分部局が集積する各都市（札

幌・仙台・名古屋・大阪・福岡など）を代替拠点としてあらかじめ設定し、被災の状況等

に応じて、このうちから業務を継続する代替拠点を決定することとすべきである。」として

いる。 

 

 201１年７月国土審議会「災害に強い国土づくりへの提言」は、「東京圏と同時に被災す

る可能性の低い地域との分担関係を構築することが重要であり、例えば、日本全体を東西

や太平洋側・日本海側に区分して、それぞれが有事の際に被災圏域の機能の一部を分担出

来る体制を構築しておくなど、巨視的な視点に立って、諸機能の分散や、バックアップの

ための拠点の配置等の検討を深める必要がある。」としている。 

 

 

 
（201１年７月国土審議会「災害に強い国土づくりへの提言」より） 

  

 

 

バックアップ体制のイメージ 
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政府では、福岡を東京圏と同時被災するリスクの低さや都市集積の点で評価しているが、

本調査の結果をみると、九州企業の BCP 策定への取り組みは進んでいるとは言えない状況

となっている。 

今後、九州がバックアップ拠点として選定され、政府との連携の下、代替業務を遂行し

ていくためには、企業においても BCP 策定への取り組みを進めるとともに、都市機能やイ

ンフラの整備等もあわせ、バップアップ機能の更なる充実を図り、受け皿としてのポテン

シャルを高める必要があるのではないか。 
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 九州企業の BCP（事業継続計画）に関する意識調査質問内容【参考④】 

 
【図表１関連】.大規模災害・巨大事故等発生時の防災対策の状況をお答え下さい。[はい・いいえで回答、対象：全

ての企業] 

 
 防

災
を
統
括
／
所
轄
す
る

組
織
／
部
署
が
あ
る 

防
災
計
画
を
有
す
る 

避
難
訓
練
、
防
災
訓
練
を

定
期
的
に
実
施
し
て
い
る 

災
害
時
の
安
否
確
認
体
制

が
整
備
さ
れ
て
い
る 

災
害
時
に
必
要
と
な
る
生

活
備
蓄
を
全
役
職
員
に
対

し
３
日
分
程
度
確
保
し
て
い

る 重
要
施
設
の
耐
震
化
対
策

等
を
実
施
し
て
い
る 

生
産
設
備
・
機
器
や
オ
フ
ィ

ス
内
の
耐
震
化
対
策
等
を

実
施
し
て
い
る 

 

（
回
答
企
業
数
） 

合計 273 206 252 231 53 135 119 374 

 
【図表２関連】大規模災害・巨大事故等発生時の事業継続への対策についてお選び下さい。［単数回答、対象：

全ての企業］ 

 

特
に
対
策
を
し
て

い
な
い 

防
災
計
画
は
持
っ

て
い
る
（
Ｂ
Ｃ
Ｐ
は

未
策
定
） 

Ｂ
Ｃ
Ｐ
の
策
定
は

で
き
て
い
る 

Ｂ
Ｃ
Ｐ
の
策
定
に

加
え
、
訓
練
等
を

通
じ
て
改
善
を

図
っ
て
い
る 

バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
施

設
の
整
備
等
の
Ｂ

Ｃ
Ｐ
の
対
策
が
す

で
に
行
わ
れ
て
い

る （
回
答
企
業
数
） 

合計 173 135 34 22 10 374 

 

【図表４関連】どのような方法でＢＣＰを策定しましたか。［複数回答、対象：全ての企業（ただし、図表2関連で「ＢＣＰ

の策定はできている」「ＢＣＰの策定に加え、訓練等を通じて改善を図っている」「バックアップ施設の整備等のＢＣＰ

の対策がすでに行われている」と回答した企業のみ）］ 

 

国
や
自
治
体
が
公
表

す
る
文
書 

規
格
（
Ｉ
Ｓ
Ｏ
等
）
を

参
考
と
し
た 

業
界
団
体
の
ガ
イ
ド
ラ

イ
ン
を
参
考
と
し
た 

Ｂ
Ｃ
Ｐ
関
連
の
書
籍
を

参
考
と
し
た 

Ｂ
Ｃ
Ｐ
関
連
の
コ
ン
サ
ル

タ
ン
ト
を
活
用
し
た 

Ｂ
Ｃ
Ｐ
関
連
の
Ｎ
Ｐ
Ｏ

を
活
用
し
た 

取
引
先
の
指
導
を
受

け
た 

親
会
社
・
グ
ル
ー
プ
会

社
の
指
導
を
受
け
た 

そ
の
他 

（
回
答
企
業
数
） 

合計 13 7 11 6 6 0 2 36 6 66 

 

【図表 5 関連】ＢＣＰ未策定の理由をお選び下さい。［複数回答、対象：全ての企業（ただし、図表 2 関連で「特に対

策をしていない」「防災計画はもっている（ＢＣＰは未策定）」と回答した企業のみ）］ 

 

法
律
、
規
制
等
の
要
請
が
な
い

顧
客
、
取
引
先
か
ら
の
要
請
が

な
い 

国
や
自
治
体
の
入
札
要
件
に

な
い 

経
営
層
が
Ｂ
Ｃ
Ｐ
の
重
要
性
を

認
識
し
て
い
な
い 

策
定
の
効
果
が
期
待
で
き
な
い

策
定
の
費
用
が
確
保
で
き
な
い

代
替
オ
フ
ィ
ス
等
の
対
策
経
費

が
確
保
で
き
な
い 

策
定
す
る
人
手
を
確
保
で
き

な
い 

策
定
に
必
要
な
ス
キ
ル
・
ノ
ウ
ハ

ウ
が
な
い 

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
等
に
自
社
の
業

種
に
即
し
た
例
示
が
な
い 

策
定
に
際
し
て
自
治
体
の
相

談
窓
口
が
分
か
ら
な
い 

策
定
に
際
し
て
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト

等
の
相
談
窓
口
が
分
か
ら
な
い

災
害
と
は
無
縁
で
あ
る
と
考

え
て
い
る 

そ
の
他 

（
回
答
企
業
数
） 

合計 86 45 12 24 36 42 27 95 174 42 16 9 9 40 308
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【図表 6 関連】大規模災害・巨大事故等発生時の事業継続において特に心配な事項は何ですか。[複数回答、対

象：全ての企業] 

 

事
業
所
の
確
保 

設
備
機
器
の
確
保 

補
修
・
新
築
工
事
の

遅
れ 

港
湾
機
能
の
低
下 

交
通
事
情
の
悪
化 

電
力
不
足
の
影
響 

被
災
地
イ
メ
ー
ジ
の

先
行 

景
気
回
復
の
遅
れ 

技
術
者
・
職
員
の
確

保
・育
成 

過
剰
な
雇
用
人
員 

外
注
先
の
確
保 

原
料
、
商
品
等
の
仕

入
れ 

得
意
先
・
取
引
先
の

喪
失
・消
費
の
低
迷 

同
業
他
社
と
比
べ
た

復
旧
の
遅
れ 

他
地
域
か
ら
の
同
業

他
社
進
出 

資
金
面
で
の
影
響 

（
回
答
企
業
数
） 

合計 214 232 68 29 187 209 21 90 110 13 65 185 168 26 8 82 374

 

【図表 7 関連】東日本大震災により影響を受けましたか。［複数回答、対象：全ての企業］ 

 

自
社
工
場
・
拠
点
の
直
接
被
災

生
産
・営
業
委
託
先
の
被
災 

サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
（
原
材
料
の

調
達
難
に
よ
る
生
産
停
止
・
減

少
） 

サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
（
納
入
先
の

受
入
停
止
に
よ
る
生
産
停
止
・

減
少
） 

風
評
に
よ
る
売
上
の
低
下 

そ
の
他 

特
段
の
影
響
は
受
け
て
い
な
い 

（
回
答
企
業
数
） 

合計 18 23 76 42 13 53 199 374 

 

【図表 8 関連】タイ洪水により影響を受けましたか。［複数回答、対象：全ての企業］ 

 

自
社
工
場
・
拠
点
の
直
接
被
災

生
産
・営
業
委
託
先
の
被
災 

サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
（
原
材
料
の

調
達
難
に
よ
る
生
産
停
止
・
減

少
） 

サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
（
納
入
先
の

受
入
停
止
に
よ
る
生
産
停
止
・

減
少
） 

そ
の
他 

特
段
の
影
響
は
受
け
て
い
な
い 

（
回
答
企
業
数
） 

合計 1 7 28 18 24 302 374 

 

【図表 9 関連】近年、九州を襲った台風や集中豪雨により影響を受けましたか。［複数回答、対象：全ての企業］ 

 

自
社
工
場
・
拠
点
の
直
接
被
災

生
産
・営
業
委
託
先
の
被
災 

サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
（
原
材
料
の

調
達
難
に
よ
る
生
産
停
止
・
減

少
） 

サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
（
納
入
先
の

受
入
停
止
に
よ
る
生
産
停
止
・

減
少
） 

風
評
に
よ
る
売
上
の
低
下 

そ
の
他 

特
段
の
影
響
は
受
け
て
い
な
い 

（
回
答
企
業
数
） 

合計 31 11 6 5 6 34 287 374 
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【図表 10 関連】東日本大震災、タイ洪水および近年の台風・集中豪雨後に、貴社におけるＢＣＰに対する意識や取

り組み姿勢は変わりましたか。［単数回答、対象：全ての企業］ 

 東日本大震災後 タイ洪水後 近年の台風・集中豪雨後 

 

大
い
に
変
わ
っ
た 

や
や
変
わ
っ
た 

殆
ど
変
わ
っ
て
い
な
い 

そ
の
他 

（
回
答
企
業
数
） 

大
い
に
変
わ
っ
た 

や
や
変
わ
っ
た 

殆
ど
変
わ
っ
て
い
な
い 

そ
の
他 

（
回
答
企
業
数
） 

大
い
に
変
わ
っ
た 

や
や
変
わ
っ
た 

殆
ど
変
わ
っ
て
い
な
い 

そ
の
他 

（
回
答
企
業
数
） 

合計 91 142 130 7 370 9 56 296 3 364 20 110 235 3 368

製造業 32 35 42 4 113 3 17 89 2 111 6 30 76 0 112

非製造業 59 107 88 3 257 6 39 207 1 253 14 80 159 3 256

 

【図表 11 関連】大規模災害の際に自社がサプライチェーンを止めないために、どのような取り組みが必要と思われ

ますか。［複数回答、対象：製造業の企業のみ］ 

 

生
産
拠
点
の
分

散
（
国
内
） 

生
産
拠
点
の
分

散
（
海
外
） 

協
力
工
場
と
の

間
で
の
事
前
の
連

携
体
制
構
築 

調
達
先
の
多
様

化 在
庫
の
積
み
増

し 標
準
部
品
の
多

用
化 

そ
の
他 

（
回
答
企
業
数
） 

製造業のみ 49 12 62 67 12 9 6 113 

 
【図表 12 関連①】大規模災害・巨大事故等発生時において自社の生産拠点が被災した場合に何らかの形で代替

生産は可能ですか。［単数回答、対象：製造業の企業のみ］ 

 
あ
る
程
度
は
可

能 殆
ど
で
き
な
い 

わ
か
ら
な
い 

そ
の
他 

（
回
答
企
業
数
） 

製造業のみ 44 47 18 4 113 

 

【図表 12 関連②】代替生産手段として確保できている方法をお選び下さい。［複数回答、対象：製造業の企業のみ

（ただし、図表 12 関連①で「ある程度は可能」と回答した企業のみ）］ 

 

生
産
拠
点
の
分

散
（
国
内
） 

生
産
拠
点
の
分

散
（
海
外
） 

協
力
工
場
へ
の
生

産
委
託 

そ
の
他 

 

（
回
答
企
業
数
） 

製造業のみ 29 9 17 2 44 
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 自由記述欄【参考⑤】 

  

製造業 非製造業

・準備しておいた場合としなかった場合に大
差がでるとは思えず、その割に負担が膨大過
ぎる

・BCP策定の必要は認めるも、優先課題とし
て問題解決出来ておらず、現状では不十分と言
わざるをえない

・本社で対応 ・製造業の関連会社には必要

・被災地同業他社からの要請で製品を優先的
に配分した

・旅行者の減少

・東北方面の販売低下 ・取引先被災による売上低下

・メーカーから商品が入ってこなかった ・燃料確保に困難を極めた

・同グループ工場の支援 ・鉄道輸送の混乱

・仮設住宅向け製品の需要急増 ・消費マインド委縮による売上の影響

・同業者の工場が被災し、新しい注文が入っ
た

・一部地域における配送遅延、不能

・同業他社タイ工場から緊急避難として臨時
の生産受注

・スポンサー被災により広告出稿中止

・納入先の一時営業休止により、一時的に資
金繰り悪化の徴候が見られた

・復旧工事の受注増で通常の営業活動が停滞

・原材料、部品等の輸送ルートの影響 ・交通事情悪化による配送遅延等

・電力、水道、ガス、道路等のインフラ網の早急な復旧がポイント

・国、行政のサポート：サプライチェーンを止めない為には、調達先からの供給が止まらな
いことが大事、調達先における「大規模災害への備え」の推進が必要

・外注先の確保（数多くの外注先を持つことが望ましいが常時には必要ないので厳しい）

・災害後のライフラインの状況の情報提供

・同業者の協力体制（人、施設、資材等の融通）

・提携先との連携強化、日頃の情報交換（インフラ等は行政側の迅速な対応が必須）

・同業他社との部品・原材料の保管

【図表５関連　BCP未策定の理由「その他」欄】

【図表７関連　東日本大震災による影響「その他」欄】

【図表８関連　タイ洪水による影響「その他」欄】

【図表９関連　九州を襲った集中豪雨等による影響「その他」欄】

【図表12関連　大規模災害・巨大事故等発生時において自社の生産拠点が被災した場合に何ら
かの形で代替生産は可能か「その他」欄】：製造業のみ

・他社へのOＥＭ等

・一部主要製品の製造委託が可能かどうかによる

【（自由意見）大規模災害の際に自社がサプライチェーンを止めないために、自社以外でどのよ
うなサポート体制があれば良いと思うか】：製造業のみ

・市町村、県域での非常用電力確保

・復旧に不可欠な電気、ガス、水道等の確保等、大震災の教訓を活かした取組が重要
官民がそれぞれ守備範囲を明確にし、各地域でガイドライン化し、事前に取り組む事が重要

・自治体等による被災地以外の地域からの供給情報の提供
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 本資料は、著作物であり、著作権法に基づき保護されています。著作権法の定めに従い、

引用する際は、必ず出所：日本政策投資銀行と明記して下さい。 

 本資料の全文または一部を転載・複製する際は著作権者の許諾が必要ですので、当行まで

ご連絡下さい。 

 

お問い合わせ先：  株式会社日本政策投資銀行九州支店（担当：廣瀬） 

            〒810-0001 福岡県福岡市中央区天神 2-12-1 

            TEL：092-741-7737 

            E-mail： mehiros@dbj.jp 

   

 表紙の地図は（C）Esri Japan を利用して作成。 

 


